
 
別紙５ 

 

いじめの疑いに関する情報 

重大事態の発生 

重大事態対応フロー図 学校用 

市教育委員会が，重大事態の調査の主体を判断 

学校を調査の主体とした場合 

 
 

・『本校対策委員会』を母体にし，学校評議員，PTA 役員，学校医などの学校以外の委

員を加えた，公平性･中立性の確保に努めた構成により，校長が設置する。 

 
 
 
・質問紙の使用，その他の適切な調査により，いじめ行為の事実関係を網羅的に明確に

する。因果関係の特定は急がず，客観的な事実関係を速やかに調査する。 
・これまでに学校で先行して調査している場合でも，調査資料の再分析や必要に応じて 

新たな調査を実施する。 
・調査に先立ち，得られた情報は，いじめを受けた児童及び保護者に提供する場合があ 

ることを調査対象の児童やその保護者に説明し，理解を得ておく。 
 
 
 

・校長は，調査により明らかになった事実や再発防止策について，適時･適切な方法で 

説明する。 

 

 

 ・いじめを受けた児童又は保護者が希望する場合には，いじめを受けた児童及び保護者 

の初見をまとめた文書の提供を受け，調査結果に添える。 

● 木町通小学校いじめ調査委員会の設置 

● 事実関係を明確にするための調査の実施 

● いじめを受けた児童及び保護者に対して情報を適切に提供 

● 調査結果を教育委員会に報告（教育委員会から市長に報告） 

● 調査結果を踏まえた必要な措置 

市教育委員会が調査の主体となる場合 

● 教育委員会の指示のもと，資料の提出など，調査に協力 


